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Ⅰ. 平成22年度事業実績
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１．事業計画及び実績

証券化

支援事業

住宅資金

融通事業

住宅融資

保険事業

平成21年度
平成22年度

当初 変更後

保険価額の総額（計画） 金 額 3,000 22,990 6,000

保険関係成立（実績）
件 数 21,659 38,601

金 額 4,468 6,374

平成21年度 平成22年度

事業計画（当初） 事業計画（変更後） 実績 事業計画 実績

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額

買取型 110,000 22,000 126,500 31,300 51,461 10,127 64,000 12,800 114,271 28,082

保証型 10,000 2,000 1,000 200 619 177 1,000 200 527 122

合計 120,000 24,000 127,500 31,500 52,080 10,304 65,000 13,000 114,798 28,204

団体信用生命

保険（共済）事業

（単位：戸、億円）

※ 貸付契約実績とは、機構が融資することを承認した実績をいいます。

（単位：戸、億円）

（単位：件、億円）

（単位：件、億円）

平成21年度 平成22年度

事業計画 貸付契約実績 事業計画 貸付契約実績

戸 数 金 額 戸 数 金 額 戸 数 金 額 戸 数 金 額

合計 43,500 5,574 38,905 3,575 45,500 6,074 32,381 3,030

平成21年度（実績） 平成22年度（実績）

件数 金額 件数 金額

新規加入 42,717 8,707 90,965 22,342

※平成21年度の保険価額の総額（計画）の変更後は、平成21年度第１次補正予算、平成21年度第１次補正予算の執行見直し及び平成
21年度第２次補正予算を踏まえたもので、「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（平成21年12月８日閣議決定）への取組として
実施した平成22年12月までの保険料率引下げによる事業量増加分を含んでいます。

※平成21年度の事業計画（変更後）は、平成21年度第１次補正予算、平成21年度第１次補正予算の執行見直し及び平成21年度第２次補正予算を踏まえたもので、「明日の安心と
成長のための緊急経済対策」（平成21年12月８日閣議決定）への取組として実施した平成22年12月までの制度拡充による事業量増加分を含んでいます。
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２．経営改善計画の実施状況

19年度 18 23 24 25 26 27 2815 16 17 21

業務運営の改善、効率化、財務内容の改善に取り組んでいます。

第2期中期計画期間（平24.4～29.3を想定）第1期中期計画期間（平19.4～24.3）

経営改善計画の内容

証券化支援事業等の収支見通し

業務運営の効率化

既往債権管理勘定の財務改善

独法第1期中期目標期間中に

単年度収支を黒字化
独法第2期中期目標期間中に

繰越損失金を解消

常勤職員数の削減（10%以上削減※1）

一般管理費の削減（15%以上削減※2）

常勤職員数4%
以上、一般管理
費6%以上（平成
16年度比）を先
行削減

既往債権の証券化により、補償金なしでの財政融資
資金の繰上償還を実施

独法第1期中期目標期間中に所要額を
すべて措置し、補給金は廃止

機構設立
平成19.4

証券化支援
事業開始
平成15.10

経営改善計画
の策定

平成17.7

20

※1 平成22年度期末：10.4%削減
※2 平成22年度：21.2%削減

22
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買取型実績及び残高の推移

２．(a)証券化支援勘定の状況

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

保証型実績及び残高の推移

（単位：億円）

（単位：億円）

※ 億円未満は切り捨てています。
※ 上段の棒グラフは各年度末時点での残高。下段の表は各年度の実績です。

※ 億円未満は切り捨てています。
※ 上段の棒グラフは各年度末時点での残高。下段の表は各年度の実績です。

27,817億円

11,914億円

32,863億円

20,474億円

2,045億円

買取実績金額

買取実績件数

2,016億円 10,172億円 9,347億円 8,629億円

8,659件 44,926件 43,540件 38,806件

6,847億円

31,616件

10,127億円

51,461件

付保実績金額

付保実績件数

5億円

27件

894億円

3,407件

1,923億円

6,945件

176億円

619件

40,540億円

0

2,000

4,000

5億円

2,743億円

891億円

2,764億円

平成22年度平成21年度平成20年度平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度

28,081億円

114,271件

平成22年度平成21年度平成20年度平成19年度平成18年度

122億円

527件

64,372億円

2,633億円



6

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

財政融資資金への繰上償還額 16,000 20,000 27,000 7,000 3,000 

補償金免除額 4,257 3,309 4,127 961 456

MBS（S種債）発行額 11,000 12,000 14,000 8,000 9,000

財政融資資金への繰上償還状況

3,772

3,310

2,750

1,777

1,314
1,020 873.25

0

1,000

2,000

3,000

4,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

(予算)

(億円)

補給金等の今後の見込み

（単位：億円）

２．(b)既往債権管理勘定の財務改善
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一般管理費

（単位：百万円）

常勤職員数

（単位：人）

２．(c)業務運営の効率化

平成18年度 平成22年度 対18年度増減

16,369 12,900 △3,469（△21.2%）

平成19年度期首 平成22年度期末 対19年度期首増減

1,021 915 △106（△10.4%）

※ 平成18年度は、旧住宅金融公庫及び旧財団法人公庫住宅融資保証協会の一般管理費です。



Ⅱ. 平成22年度決算
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１．平成22年度決算のポイント

①法人全体の当期総損失は、平成21年度に比べ1,102億円減少し366億円となりました。主な要因は次のとおりです。

②中期目標において中期目標期間の最終年度までに単年度収支の黒字化を達成することとされている、既往債権管

理勘定以外の勘定（保証協会承継業務に係るものを除く）については、平成21年度は12億円の当期総利益を計上

しましたが、平成22年度においては、上記①の(a)及び(b)の影響等により183億円悪化し、171億円の当期総損失を

計上しました。

③法人全体の純資産の部は、資本金の減等により、平成21年度に比べ2,446億円減少し3,252億円となりました。

・平成21年度第1次補正予算において措置された出資金のうち2,300億円については、業務を確実に実施する上で必要がなくなったと

認められたため、平成23年3月に国庫納付しました。

(a) 平成23年3月11日に発生した東日本大震災の影響による今後の貸倒損失に備えるため、被害状況等の実態を

可能な限り自己査定に反映させ、合理的な見積額を貸倒引当金に積み増ししました。

（※参考 法人全体：791億円、証券：108億円、財形：22億円、貸付：24億円、既往：637億円）

(b) 保険引受リスク管理の高度化のため、責任準備金について、従来の計上金額では将来の債務の履行に支障を

来たすおそれがあると認められる場合には追加して計上することとしました。この結果、証券化支援勘定（債務保

証等業務経理）において159億円の責任準備金を計上しました。

(c) 不良債権の処理が進んだこと等により、既往債権管理勘定の当期総損失は、平成21年度に比べ1,277億円減少

し169億円となりました。
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資金運用収益 1兆1,580億円
保険引受収益 1,235億円
役務取引等収益 15億円
補助金等収益 60億円
その他経常収益 3億円

資金調達費用 1兆 353億円

保険引受費用 1,386億円

役務取引等費用 246億円

その他業務費用 77億円

営業経費 317億円

その他経常費用 1,762億円

２．法人全体の損益の状況

法人全体の当期総損失は、平成21年度に比べ1,102億円減少し366億円となりました。主な要因は次のとおりです。

①東日本大震災の影響による今後の貸倒損失に備えるため、合理的な見積額を貸倒引当金に積み増ししました（法人全体で791億円）。

②保険引受リスク管理の高度化のため、証券化支援勘定（債務保証等業務経理）において159億円の責任準備金を計上しました。

③不良債権の処理が進んだこと等により、既往債権管理勘定の当期総損失は、平成21年度に比べ1,277億円減少し169億円となりました。

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。

平成21年度 平成22年度

目的積立金取崩額 65億円

当期総損失 1,468億円

経常費用
1兆4,140億円

経常収益
1兆2,893億円

特別損失 353億円

経常損失
1,247億円

特別利益 68億円

・有形固定資産処分損 8億円
・抵当権移転登記引当金繰入額

345億円

・償却債権取立益 6億円
・保証料返還引当金戻入額 62億円

資金調達費用 9,156億円

保険引受費用 1,422億円

役務取引等費用 247億円

その他業務費用 98億円

営業経費 257億円

その他経常費用 1,806億円

経常費用
1兆2,985億円

特別損失 159億円

・特定住宅融資保険責任準備金
繰入額 159億円

資金運用収益 1兆 595億円

保険引受収益 1,121億円

役務取引等収益 14億円

政府補給金収益 512億円

補助金等収益 300億円

その他経常収益 3億円

目的積立金取崩額 45億円

当期総損失 366億円

経常収益
1兆2,545億円

特別利益 188億円

・償却債権取立益 10億円
・有価証券売却益 55億円
・保証料返還引当金戻入額 24億円
・抵当権移転登記引当金戻入額 55億円
・団信取引先の株式会社化に伴う
株式割当益 40億円

・破綻取引先からの再生計画による弁済額 5億円

経常損失
440億円

東日本大震災の
影響による貸倒引
当金積み増し額

791億円
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３．平成22年度決算（総括表）

（単位：億円）

経常利益・
経常損失

(△)

当期総利益・
当期総損失

(△)

利益剰余金・
繰越欠損金

(△)

経常利益・
経常損失

(△)

当期総利益・
当期総損失

(△)

利益剰余金・
繰越欠損金

(△)

経常利益・
経常損失

(△)

当期総利益・
当期総損失

(△)

利益剰余金・
繰越欠損金

(△)

△ 36          △ 58          △ 251        △ 148        △ 258        △ 509        △ 112        △ 201        △ 258        

　 債権譲受業務経理 △ 5           △ 29          △ 205        △ 127        △ 78          △ 283        △ 122        △ 50          △ 78          

債務保証等業務経理 △ 31          △ 29          △ 45          △ 22          △ 180        △ 226        9                △ 151        △ 180        

21              20              △ 44          27              28              △ 15          6                9                28              

57              45              418            24              26              445            △ 33          △ 18          26              

△ 90          △ 29          3,392          △ 88          7                3,354          2                35              △ 38          

住宅資金貸付等業務経理 10              6                △ 238        29              33              △ 205        19              27              33              

保証協会承継業務経理 △ 100        △ 34          3,630          △ 117        △ 26          3,559          △ 17          8                △ 71          

△ 1,199      △ 1,445      △ 6,826      △ 255        △ 169        △ 6,994      944            1,277          △ 169        

△ 1,247      △ 1,468      △ 3,310      △ 440        △ 366        △ 3,720      807            1,102          △ 411        

△ 22          3,516          △ 197        3,274          △ 175        △ 242        

12              △ 114        △ 171        △ 285        △ 183        △ 171        

住宅資金貸付等勘定

証券化支援勘定

住宅融資保険勘定

財形住宅資金貸付勘定

 法人全体
（保証協会承継業務経理・既往債権管理勘定を除く）

既往債権管理勘定

法人全体

法人全体（既往債権管理勘定を除く）

平成21年度　（Ａ） （Ｂ）－（Ａ）平成22年度　（Ｂ）
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2兆7,557億円
減少

４．法人全体の資産の状況

法人全体の資産規模は2兆7,557億円減少しました。これは、経済対策により買取債権が2兆3,832億円増加したものの、既往債権

の回収が進んだこと等により貸付金が4兆6,664億円減少したこと等によるものです。

未収財源措置予定額は、政府補給金の受入に伴い、全額を取り崩しました。

特別損失金は、政府交付金の受入に伴い、200億円減少しました。

貸倒引当金は、既往債権管理勘定で貸付金償却の実施等の不良債権処理が進んだものの、東日本大震災の影響を勘案して積

み増しを行ったため、285億円の減少にとどまりました。

△ 8,513億円貸倒引当金

38兆9,830億円合計

9,903億円保証債務見返

283億円特別損失金

333億円未収財源措置予定額

30兆 137億円貸付金

4兆 540億円買取債権

（注）主なものを抜粋しています。
※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

平成22年3月31日現在 平成23年3月31日現在

△ 8,229億円貸倒引当金

36兆2,272億円合計

8,669億円保証債務見返

83億円特別損失金

-未収財源措置予定額

25兆3,473億円貸付金

6兆4,372億円買取債権
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平成23年3月31日現在平成22年3月31日現在

2兆5,111億
円

減少

５．法人全体の負債及び純資産の部の状況

法人全体の負債規模は2兆5,111億円減少しました。これは、MBS発行等により債券が3,057億円増加したものの、財政融資資金借
入金等の償還により借入金が3兆1,577億円減少したこと等によるものです。

預り補助金等は、当年度所要額を補助金等収益として収益化しましたが、新たに2,247億円の補助金を受け入れたこと等により
1,927億円増加しました。

平成21年度第1次補正予算において措置された出資金のうち2,300億円については、業務を確実に実施する上で必要がなくなった
と認められたため、平成23年3月に国庫納付しました。これらにより、法人全体の純資産は2,446億円減少しました。

（注）主なものを抜粋しています。
※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

2,446億円
減少

9,013億円資本金

9,903億円保証債務

38兆4,131億円合計

3,966億円預り補助金等

11兆5,497億円債券

24兆7,217億円借入金

△ 3,310億円繰越欠損金

5,698億円合計

△ 5億円資本剰余金

6,977億円資本金

8,669億円保証債務

35兆9,020億円合計

5,893億円預り補助金等

11兆8,555億円債券

21兆5,640億円借入金

△ 3,720億円繰越欠損金

3,252億円合計

△ 5億円資本剰余金
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△ 50,000

△ 40,000

△ 30,000

△ 20,000

△ 10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

4兆5,983億円

3,503億円

△ 1,259億円

△ 2兆1,106億円

2兆7,121億円
2兆7,798億円

△ 1兆1,127億円

△ 3兆 640億円

1兆3,152億円

６．法人全体のキャッシュ・フローの状況

業務活動によるキャッシュ・フローは、買取債権の取得による支出の増等により、平成21年度に比べ収入が減少しました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、債券の償還による支出の増等により、平成21年度に比べ支出が増加しました。

その結果、期末の資金残高は平成21年度に比べ1兆3,969億円減少し、1兆3,152億円となりました。

Ｈ21
業務活動

Ｈ21
投資活動

Ｈ21
財務活動

（億円）

H21期首 Ｈ21期末
/H22期首

Ｈ22
業務活動

Ｈ22
投資活動

Ｈ22
財務活動 H22期末
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７．リスク管理債権の状況

区分

平成21年度 平成22年度

既往債権
※4

買取債権等
※5

求償債権
※6

合計 既往債権
※4

買取債権等
※5

求償債権
※6

合計

破綻先債権額 (A) ※1 1,980 65 210 2,256 1,769 65 128 1,961

延滞債権額 (B) ※2 8,054 251 999 9,304 7,022 517 569 8,108

3か月以上延滞債権額 (C) 
※3

1,436 169 0 1,605 1,466 168 0 1,634

小計 (D)=(A)+(B)+(C) 11,471 485 1,209 13,165 10,257 750 697 11,704

比率 (D) / （G)×100 4.05 0.82 100 3.83 4.34 0.91 100 3.66

貸出条件緩和債権額 (E) 15,677 332 0 16,009 14,946 482 0 15,428

合計 (F)=(A)+(B)+(C)+(E) 27,148 817 1,209 29,174 25,203 1,232 697 27,132

比率 (F) / （G)×100 9.59 1.38 100 8.49 10.66 1.49 100 8.48

総貸付金残高 (G) 283,175 59,143 1,209 343,527 236,456 82,805 697 319,959

（注）億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。
※1 「破綻先債権額(A)」とは、資産自己査定の結果、破綻先に区分された債務者に対する貸付けの元金残高額です。
※2 「延滞債権額(B)」とは、資産自己査定の結果、実質破綻先及び破綻懸念先に区分された債務者に対する貸付けの元金残高額です。
※3 「3か月以上延滞債権額(C)」とは、弁済期限を3か月以上経過して延滞となっている貸付けの元金残高額（破綻先債権額(A)及び延滞債権額(B)を除く）です。
※4 「既往債権」とは、平成16年度以前に申込みを受理した資金の貸付けに係るもの（財形住宅資金の貸付けに係るものを除く）です。
※5 「買取債権等」とは、買取債権及び既往債権以外の貸付金に係るものです。
※6 「求償債権」とは、当機構が平成19年4月1日に独立行政法人に移行するに際し、旧財団法人公庫住宅融資保証協会の権利及び義務を承継したことにより取得したものです。

（単位：億円、%）

リスク管理債権の状況は、平成21年度から改善しました。

リスク管理債権残高 27,132億円（対前年比 2,042億円減少）

総貸付残高に対する比率 8.48%（対前年比 0.01%減少）
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Ⅲ. 平成23年度事業計画
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１．平成23年度事業計画

平成22年度計画 平成23年度計画 平成23年度補正後

証券化支援事業（買取型） 1.3兆円 2.3兆円 2.3兆円

住宅資金融通事業 0.6兆円 0.5兆円 0.7兆円

合 計 1.9兆円 2.8兆円 3.0兆円

平成22年度計画 平成23年度計画 平成23年度補正後

証券化支援事業
（保証型）

特定住宅融資保険の保険価額の総額
0.02兆円 0.02兆円 0.02兆円

債券等に係る特定債務保証の総額

住宅融資保険事業（保険価額の総額） 0.6兆円 0.7兆円 0.7兆円

※ 実績は、証券化支援事業における買取実績・市場金利等の動向により変動する可能性があります。
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平成22年度計画 平成23年度計画 平成23年度補正後

政府補給金 820億円 790億円 790億円

政府交付金 200億円 83.25億円 83.25億円

国庫補助金 29.14億円 25.01億円 585.01億円

一般会計出資金 263.55億円 109.08億円 109.08億円

合 計 1,312.69億円 1,007.34億円 1,567.34億円

※１ 平成22年度において、出資金2,300億円を国庫に納付しました。

※２ 平成23年度において、出資金519億円を国庫に納付することとしています。

２．平成23年度国費



買取債権分

直接融資分 -
4億円

（4億円）
-12億円

財形住宅債券

合計(額面ベース）
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1,470億円
4,293億円

（4,592億円）

24,984億円

（23,645億円）
10,217億円

23,864億円 11,930億円
31,309億円

（30,341億円）

-
1,291億円

（1,359億円）

243億円
741億円

（745億円）

--

-

--

-

650億円

340億円

480億円

-

-

-

-

-

--30年

20年

15年

10年

5年

月次債
（内訳）

一般担保債券（SB）

S種債

1,243億円1,348億円

1,766億円-

296億円-

858億円

-

1,187億円

773億円

4,022億円

-

17,741億円

実績

37,112億円

1,214億円

-

-

-

7,510億円

5,000億円

27,040億円

計画

平成22年度

10,217億円
24,980億円

（23,641億円）
17,741億円22,028億円

（内訳）

住宅宅地債券

政府保証債

資産担保証券（MBS）

実績※2計画※1

平成23年度

※１ 平成23年度計画は第１次補正予算反映後の計画額、（）内は当初計画額です。
※2 平成23年度実績は募集日が7月末までのものを計上しています。

３．平成23年度の債券発行計画
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Ⅳ. 東日本大震災への対応
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東日本大震災に係る政府の平成23年度補正予算等の成立を受け、以下の事項について制度拡充を実施しています。

Ⅰ 東日本大震災により住宅又は宅地に被害を受けられた方に対する災害復興住宅融資の制度拡充等

東日本大震災により被害を受けられた方に対する災害復興住宅融資及び
返済方法の変更の制度拡充等について

１ 災害復興住宅融資の融資金利の引下げ
災害復興住宅融資（建設・購入）の基本融資額の融資金利を、当初５年間は０％まで引き下げ、６～１０年目は申込時の通常の災害融資金

利から０．５３％引き下げます。
災害復興住宅融資（補修）の融資金利を、当初５年間は１％まで引き下げます。
※平成23年度補正予算成立日（平成23年5月2日）以後資金交付を受けるものから実施しています。

２ 災害復興住宅融資の元金据置期間・返済期間の延長
元金据置期間及び返済期間の延長について、現行の最長３年から最長５年に延長します。

※平成23年度補正予算成立日（平成23年5月2日）以後資金交付を受けるものから実施しています。

３ 災害復興住宅融資の申込期間の延長
申込期間について、り災日から２年以内との現行の取扱いを平成２７年度末までに延長します。ただし、法律に基づく建築制限がかかる場

合は、同制限解除後６か月以内まで延長が可能です。

４ 災害復興宅地融資の新設
住宅には被害がなく、宅地のみに被害が生じた場合の宅地の補修に係る融資を新設します。

※東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の施行日（平成23年5月2日）以後実施しています。

５ 財形住宅融資の特例措置の実施
通常の財形住宅融資を受ける条件を満たす方のうち、東日本大震災で住宅の倒壊等の被害を受けた方について、財形住宅融資の融資条件の

特例措置を実施しています。
※平成23年7月8日以後借入申込みを受けるものから実施しています。

Ⅱ 東日本大震災により被害を受けられた方に対する返済方法の変更の制度拡充

住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）から融資（フラット３５（買取型）を含む。）を受けて現在ご返済中の方のうち、東日本大震災により

被害を受けられた方について、被害の程度に応じて、返済金の払込みの据置、返済期間の延長を現行の最長３年から最長５年に延長します。
また、据置期間中の利率の引下げを現行の最大で「1.5％引き下げた金利」から最大で「1.5％引き下げた金利又は0.5％のいずれか低い方」
に拡充します。
※平成23年度補正予算成立日（平成23年5月2日）以後実施しています。
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（参考資料）

1．資金計画の実績
2．主要経営指標
3．勘定別の決算
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１．資金計画の実績

資金計画の実績

項目 平成21年度 平成22年度 増減

支出

買取債権等 13,263 29,076 15,813

借入金償還
38,247 33,013 △ 5,234

3,000 0 △ 3,000

債券償還金 11,283 20,806 9,523

その他 49,425 41,289 △ 8,136

計 112,217 124,183 11,966

収入

一般会計出資金 4,956 264 △ 4,692

買取債権等回収金 53,459 52,736 △ 723

借入金 1,657 1,436 △221

債券 21,888 23,859 1,971

国庫補助金等 5,314 3,267 △ 2,047

その他 24,943 42,621 17,678

計 112,217 124,183 11,966

（単位：億円）

※ 支出欄の借入金償還の（ ）書きは、財政融資資金の任意繰上償還額です。
※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

(   )(         ) (             )
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２．主要経営指標

区分 平成21年度 平成22年度 増減

経常収益 12,893 12,545 △ 347

経常費用 14,140 12,985 △ 1,155

当期総利益（△当期総損失） △ 1,468 △ 366 1,102

買取債権残高 40,540 64,372 23,832

貸付金残高 300,137 253,473 △ 46,664

借入金・債券残高 362,714 334,195 △ 28,520

資本金 9,013 6,977 △ 2,036

自己資本比率 4.72% 3.10% △1.62%

（単位：億円、%）

機構の経営指標

（注）単位未満は四捨五入しています。
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資金運用収益 1,063億円

保険引受収益 5億円

役務取引等収益 0.2億円

補助金等収益 0.7億円

その他経常収益 11億円

３．（a） 証券化支援勘定の損益の状況

経済対策による買取債権残高の積み上がりに伴い、資金運用収益等の経常収益は増加したものの、東日本大震災の影響を勘案した貸倒

引当金の積み増し及び延滞債権の増加等による貸倒引当金繰入額の増、さらに債券発行費償却の増等により、経常損失は平成21年度に

比べ112億円増加し148億円となりました。

さらに、特別利益として有価証券売却益等52億円、特別損失として責任準備金繰入額（159億円）等162億円を計上したことにより、当期総

損失は平成21年度に比べ201億円増加し258億円となりました。

平成21年度 平成22年度

経常収益 1,080億円

特別損失 22億円

経常損失
36億円 当期総損失 58億円

資金調達費用 720億円

保険引受費用 39億円

役務取引等費用 65億円

その他業務費用 55億円

うち

金融派生商品費用 10億円

その他 45億円

営業経費 112億円

その他経常費用 126億円

経常費用 1,116億円

・有形固定資産処分損 8億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金

繰入額 2億円
・抵当権移転登記引当金繰入額

12億円

資金調達費用 900億円

保険引受費用 35億円

役務取引等費用 82億円

その他業務費用 105億円

うち

金融派生商品費用 28億円

その他 77億円

営業経費 101億円

その他経常費用 331億円

経常費用 1,553億円

資金運用収益 1,282億円

保険引受収益 10億円

役務取引等収益 0.3億円

補助金等収益 102億円

その他経常収益 10億円

経常収益 1,405億円

当期総損失 258億円

特別利益 52億円
経常損失
148億円

・償却債権取立益 0億円
・有価証券売却益 46億円
・抵当権移転登記引当金戻入額

2億円
・破綻取引先からの再生計画に
よる弁済額 5億円

特別損失 162億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金
繰入額 4億円

・特定住宅融資保険責任準備金繰
入額 159億円

東日本大震災の影
響による貸倒引当
金積み増し額

108億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。



26

３．（a） 証券化支援勘定におけるセグメント別損益の状況
東日本大震災の影響及び延滞債権の増加等による貸倒引当金繰入額の増等により、経常損失は127
億円となり、さらに特別利益52億円、特別損失4億円を計上したことにより、当期総損失は78億円となり
ました。

保険金支払後の回収金の増等により、経常損失は平成21年度に比べ9億円減少し22億円となりました
が、責任準備金繰入額等159億円を特別損失として計上したことにより、当期総損失は平成21年度に比
べ151億円増加し180億円となりました。

買取型債権譲受業務

保証型債務保証等業務

資金調達費用 720億円
役務取引等費用 65億円
その他業務費用 55億円
営業経費 109億円
その他経常費用 126億円

資金運用収益 1,058億円

補助金等収益 0.7億円
その他経常収益 11億円

当期総損失 29億円

経常収益 1,069億円経常費用 1,075億円

保険引受費用 39億円

役務取引等費用 0.1億円

営業経費 3億円

資金運用収益 5億円
保険引受収益 5億円
役務取引等収益 0.2億円
補助金等収益 0億円
その他経常収益 0億円

経常収益 10億円経常費用 42億円

特別損失 23億円

債
権
譲
受
業
務
（買
取
型
）

債
務
保
証
等
業
務
（
保
証
型
）

平成21年度 平成22年度

経常損失5億円

特別利益 2億円

経常損失
31億円 当期総損失 29億円

・有形固定資産処分損 8億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金繰入額 4億円
・抵当権移転登記引当金繰入額 12億円

・勘定間異動に伴う
退職給付引当金
戻入額 2億円

資金調達費用 900億円
役務取引等費用 82億円
その他業務費用 105億円
営業経費 99億円
その他経常費用 331億円

資金運用収益 1,277億円

補助金等収益 102億円
その他経常収益 11億円

当期総損失 78億円

経常収益 1,389億円経常費用 1,516億円

特別損失 4億円

経常損失127億円・勘定間異動に伴う
退職給付引当金繰入額 4億円

特別利益 52億円

・償却債権取立益
0億円

・有価証券売却益
46億円

・抵当権移転登記引当
金戻入額 2億円

・破綻取引先からの再
生計画弁済額 5億円

保険引受費用 35億円

役務取引等費用 0.2億円

営業経費 2億円

資金運用収益 5億円
保険引受収益 10億円
役務取引等収益 0.3億円
補助金等収益 0.3億円
その他経常収益 0億円

経常収益 16億円経常費用 38億円

特別利益 0.1億円経常損失
22億円

当期総損失 180億円

・有価証券売却益
0.1億円

特別損失 159億円

・勘定間異動に伴う
退職給付引当金
繰入額 0.1億円

・特定住宅融資保険
責任準備金繰入額

159億円

東日本大震災の影響による
貸倒引当金積み増し額

108億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。
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３．（b） 住宅融資保険勘定の損益の状況

資金運用収益 15億円

保険引受収益 134億円

うち

正味収入保険料 113億円

支払備金戻入額 21億円

補助金等収益 59億円

その他経常収益 0.1億円

経常利益
21億円

経常収益 208億円

経済対策による事業量の増加等により、経常利益は平成21年度に比べ6億円増加し27億円となりました。

さらに、特別利益3億円、特別損失1億円を計上したことにより、当期総利益は平成21年度に比べ9億円増加し28億円となりました。

平成21年度 平成22年度

保険引受費用 180億円

うち

正味支払保険金 33億円

責任準備金繰入額147億円

役務取引等費用 0億円
営業経費 8億円

経常費用 188億円

特別損失 1億円

当期総利益 20億円

資金運用収益 23億円

保険引受収益 76億円

うち

正味収入保険料 75億円

支払備金戻入額 1億円

補助金等収益 198億円

その他経常収益 0.1億円

経常利益
27億円

経常収益 297億円

保険引受費用 264億円

うち

正味支払保険金 35億円

責任準備金繰入額228億円

役務取引等費用 0億円

営業経費 7億円

経常費用 271億円

特別損失 1億円

当期総利益 28億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金
繰入額 1億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金
繰入額 1億円

特別利益 3億円

・有価証券売却益 3億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。
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３．（c） 財形住宅資金貸付勘定の損益の状況

資金調達費用 113億円

役務取引等費用 3億円

その他業務費用 0.1億円

営業経費 10億円

その他経常費用 3億円

資金運用収益 186億円

役務取引等収益 0.2億円

その他経常収益 0.1億円

経常収益 186億円

東日本大震災の影響を勘案して貸倒引当金の積み増しを行ったこと等により、経常利益は平成21年度に比べ33億円減少し24億円となり

ました。

さらに、特別利益2億円を計上したことにより、当期総利益は平成21年度に比べ18億円減少し26億円となりました。

特別利益 0.6億円

平成21年度 平成22年度

経常費用 130億円

当期総利益 45億円

特別損失 13億円
経常利益
57億円

・抵当権移転登記引当金繰入額
13億円

・償却債権取立益 0億円
・保証料返還引当金戻入額 0.6億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金

戻入額 0.1億円

資金調達費用 99億円

役務取引等費用 3億円

その他業務費用 0.2億円

営業経費 8億円

その他経常費用 25億円

資金運用収益 160億円

役務取引等収益 0.2億円

その他経常収益 0.1億円

経常収益 160億円

特別利益 2億円

経常費用 136億円

当期総利益 26億円
経常利益
24億円

・償却債権取立益 0億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金

戻入額 0.3億円
・抵当権移転登記引当金戻入額

2億円

東日本大震災の影響による
貸倒引当金積み増し額

22億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。
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３．（d） 住宅資金貸付等勘定の損益の状況

資金調達費用 132億円

保険引受費用 2,201億円

役務取引等費用 23億円

その他業務費用 7億円

営業経費 75億円

その他経常費用 76億円

資金運用収益 293億円

保険引受収益 2,119億円

役務取引等収益 12億円

補助金等収益 0.1億円

その他経常収益 0.6億円

経常収益 2,425億円経常費用 2,514億円

特別損失 8億円

特別利益 4億円

貸付金残高の積み上がりに伴い資金運用収益が増加したこと等により、経常損失は平成21年度に比べ2億円減少し88億円となりました。

さらに、特別利益として有価証券売却益等51億円、特別損失0.8億円、団体信用生命保険等業務の運営に充てるための目的積立金取崩額

45億円を計上したことにより、当期総利益は7億円となりました。

目的積立金取崩額
65億円

当期総損失 29億円

平成21年度 平成22年度

経常損失
90億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金
繰入額 3億円

・抵当権移転登記引当金繰入額
6億円

・償却債権取立益 4億円
・保証料返還引当金戻入額 0.5億円

資金調達費用 155億円

保険引受費用 2,102億円

役務取引等費用 21億円

その他業務費用 6億円

営業経費 71億円

その他経常費用 74億円

資金運用収益 325億円

保険引受収益 2,005億円

役務取引等収益 11億円

その他業務収益 0億円

その他経常収益 0.9億円

経常収益 2,341億円経常費用 2,429億円

特別損失 0.8億円

特別利益 51億円

目的積立金取崩額
45億円

経常損失
88億円・勘定間異動に伴う退職給付引当金

繰入額 0.8億円

・償却債権取立益 4億円
・有価証券売却益 6億円
・保証料返還引当金戻入額 0.3億円
・抵当権移転登記引当金戻入額

0.7億円
・団信取引先の株式会社化に伴う
株式割当益 40億円

当期総利益 7億円

東日本大震災の影響による
貸倒引当金積み増し額

24億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。
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３．（d） 住宅資金貸付等勘定におけるセグメント別損益の状況

資金調達費用 0億円

保険引受費用 2,202億円

役務取引等費用 17億円

営業経費 42億円

その他経常費用 59億円

資金運用収益 94億円

保険引受収益 2,120億円

役務取引等収益 5億円

その他経常収益 0.2億円

経常収益 2,220億円経常費用 2,320億円

貸付金残高の積み上がりに伴い資金運用収益が増加したこと等により、経常利益は平成21年度に比べ19億円増加し
29億円となりました。さらに、特別利益6億円、特別損失2億円を計上したことにより、当期総利益は平成21年度に比べ
27億円増加し33億円となりました。

団体信用生命保険加入者の平均年齢の上昇等により、経常損失は平成21年度に比べ17億円増加し117億円となりま
した。さらに、特別利益46億円、団体信用生命保険等業務の運営に充てるための目的積立金取崩額45億円を計上し
たことにより、当期総損失は平成21年度に比べ8億円減少し26億円となりました。

住宅資金貸付等業務

保証協会承継業務

住
宅
資
金
貸
付
等
業
務

保
証
協
会
承
継
業
務

平成21年度 平成22年度

資金運用収益 199億円

役務取引等収益 7億円

補助金等収益 0.1億円

その他経常収益 0.4億円

経常収益 206億円

資金調達費用 132億円

役務取引等費用 6億円

その他業務費用 7億円

営業経費 34億円

その他経常費用 17億円

経常費用 195億円

特別損失 5億円 経常利益
10億円当期総利益 6億円

経常損失

100億円

当期総損失 34億円

目的積立金取崩額 65億円

特別利益6億円

特別損失 5億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金繰入額 4億円
・抵当権移転登記引当金繰入額 0.6億円

・抵当権移転登記引当金繰入額 5億円

・償却債権取立益 4億円
・保証料返還引当金

戻入額 0.5億円
・勘定間異動に伴う退職

給付引当金戻入額
2億円

資金運用収益 242億円

役務取引等収益 6億円

その他業務収益 0億円

その他経常収益 0.7億円

経常収益 249億円
資金調達費用 155億円
役務取引等費用 5億円
その他業務費用 6億円
営業経費 34億円
その他経常費用 19億円

経常費用 219億円

特別損失 2億円 経常利益
29億円

当期総利益 33億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金繰入額 2億円
・抵当権移転登記引当金繰入額 0.1億円

特別利益6億円

・有価証券売却益 6億円

保険引受費用 2,104億円

役務取引等費用 16億円

営業経費 37億円

その他経常費用 55億円

資金運用収益 83億円

保険引受収益 2,006億円

役務取引等収益 5億円

その他経常収益 0.2億円

経常収益 2,094億円経常費用 2,211億円

経常損失

117億円
当期総損失 26億円

目的積立金取崩額 45億円

特別利益46億円

・償却債権取立益 4億円
・保証料返還引当金戻入額

0.3億円
・勘定間異動に伴う退職給付

引当金戻入額 1億円
・抵当権移転登記引当金戻入額

0.8億円
・団信取引先の株式会社化に伴う
株式割当益 40億円

東日本大震災の影
響による貸倒引当金
積み増し額

12億円

東日本大震災の影響による
貸倒引当金積み増し額

11億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。
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３．（e） 既往債権管理勘定の損益の状況

資金調達費用 9,390億円

役務取引等費用 155億円

その他業務費用 30億円

営業経費 123億円

その他経常費用 1,557億円

資金運用収益 1兆 36億円

役務取引等収益 3億円

その他経常収益 15億円

経常収益 1兆 54億円経常費用 1兆1,253億円

東日本大震災の影響を勘案して貸倒引当金の積み増しを行ったものの、不良債権の処理が進んだこと、資金運用収益と資金調達費用と

の収支差が引き続き改善したこと（H21 +646億円 → H22 +813億円）、独法設立時以降に措置された政府補給金の累計額が当初の措置

予定額（未収財源措置予定額）を上回り、その残余部分を政府補給金収益として計上したこと等により、経常損失は平成21年度に比べ

944億円減少し255億円となりました。

さらに、特別利益として抵当権移転登記引当金戻入額等86億円を計上したことにより、当期総損失は平成21年度に比べ1,277億円減少し

169億円となりました。

特別利益 69億円

当期総損失 1,445億円

平成21年度 平成22年度

特別損失 315億円

経常損失

1,199億円
・抵当権移転登記引当金繰入額

315億円

・償却債権取立益 3億円
・保証料返還引当金戻入額 61億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金

戻入額 5億円

資金調達費用 8,006億円

役務取引等費用 141億円

その他業務費用 0億円

営業経費 80億円

その他経常費用 1,377億円

資金運用収益 8,820億円

役務取引等収益 3億円

政府補給金収益 512億円

その他経常収益 14億円

経常収益 9,349億円経常費用 9,603億円

特別利益 86億円

当期総損失 169億円

経常損失

255億円

・償却債権取立益 6億円
・保証料返還引当金戻入額 25億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金

戻入額 5億円
・抵当権移転登記引当金戻入額

51億円

東日本大震災の影響による
貸倒引当金積み増し額

637億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。
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【参考１】東日本大震災の財務諸表への影響
（単位：億円）

経常利益・
経常損失

(△)

当期総利益・
当期総損失

(△)

利益剰余金・
繰越欠損金

(△)

経常利益・
経常損失

(△)

当期総利益・
当期総損失

(△)

利益剰余金・
繰越欠損金

(△)

経常利益・
経常損失

(△)

当期総利益・
当期総損失

(△)

利益剰余金・
繰越欠損金

(△)

△ 41          △ 151        △ 401        △ 148        △ 258        △ 509        △ 108        △ 108        △ 108        

　 債権譲受業務経理 △ 19          30              △ 176        △ 127        △ 78          △ 283        △ 108        △ 108        △ 108        

債務保証等業務経理 △ 22          △ 180        △ 226        △ 22          △ 180        △ 226        －              －              －              

27              28              △ 15          27              28              △ 15          －              －              －              

46              49              467            24              26              445            △ 22          △ 22          △ 22          

△ 64          30              3,377          △ 88          7                3,354          △ 24          △ 24          △ 24          

住宅資金貸付等業務経理 42              45              △ 193        29              33              △ 205        △ 12          △ 12          △ 12          

保証協会承継業務経理 △ 106        △ 15          3,570          △ 117        △ 26          3,559          △ 11          △ 11          △ 11          

382            468            △ 6,358      △ 255        △ 169        △ 6,994      △ 637        △ 637        △ 637        

351            425            △ 2,930      △ 440        △ 366        △ 3,720      △ 791        △ 791        △ 791        

△ 43          3,428          △ 197        3,274          △ 154        △ 154        

△ 28          △ 143        △ 171        △ 285        △ 143        △ 143        

 平成22年度
東日本大震災に係る

貸倒引当金計上前（参考）
　（Ａ）

（Ｂ）－（Ａ）

 平成22年度
東日本大震災に係る

貸倒引当金計上後（決算値）
　（Ｂ）

 法人全体
（保証協会承継業務経理・既往債権管理勘定を除く）

既往債権管理勘定

法人全体

法人全体（既往債権管理勘定を除く）

住宅資金貸付等勘定

証券化支援勘定

住宅融資保険勘定

財形住宅資金貸付勘定
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【参考２】貸倒引当金繰入れの主な発生要因（既往債権管理勘定）

平成21年度決算
平成22度末
貸付金償却 平成22年度決算

 

破綻先・実質破綻先・破綻先　63億円

要管理先（３～５か月延滞）
258億円

要管理先（３～５か月延滞）
250億円（▲8億円）

要注意先221億円 要注意先219億円(▲2億円)

正常先369億円 正常先331億円(▲38億円)

貸付金残高
283,175億円

貸付金残高
236,342億円

破綻懸念先
777億円

要管理先（条件緩和）
1,348億円 要管理先（条件緩和）

1,296億円（▲52億円）

破綻懸念先
704億円（▲73億円）

正常先・要注意先　574億円

貸倒引当金
7,009億円

貸倒引当金
6,847億円

貸付金償却
1,538億円

貸倒引当金減
▲１６２億円

【主な要因】

＜東日本大震災関連＞

●東日本大震災の影響で勤務先の被災や業績悪化の影響による収入減等により
延滞等が発生する恐れがあることを考慮し、岩手県・宮城県・福島県の債権の債務
者区分を引下げたこと（正常先⇒要注意先）等による増
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　574億円

●震災被害が特に大きいと考えられる地域の破綻懸念先以下の債権について、担
保処分による回収が困難となる恐れがあることから、担保評価をゼロとしたこと等に
よる増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　63億円

＜東日本大震災関連以外＞

●新たな不良債権発生等による増　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 841億円
※H21末における不良債権（６か月以上の延滞債権等）のうち、1,538億円はH21に計上され
た貸倒引当金をH22末に取り崩して処理されたが、H22に新たな不良債権が発生したため、こ
れに対応する新たな貸倒引当金を計上する必要が生じている（貸付金償却のための取崩し
後の額とH22の貸倒引当金の差額を貸倒引当金として繰り入れている。）。
　【H22破綻懸念先以下(3,411+704)}億円－{H21破綻懸念先以下（4,035+777）-貸付金償却1,538億円}】

●過去に貸出条件緩和を行ったため要管理先（条件緩和）となった債権が、その後
正常返済を継続し、正常先となったこと等による減　　 　　　　　　　 　▲52億円

※その他の減要因として、残高の減少、完済等がある。

新たに必要となる貸倒引当金
（＝貸倒引当金繰入れ）1,377億円

破綻先・実質破綻先
3,411億円（▲624億円）

破綻先・実質破綻先
4,035億円

貸倒引当金を
取り崩し

震災の影響を
除いた貸倒引
当金
6,211億円
（▲798億円）

震災の影響に
よる増
６３７億円
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【参考３】貸倒引当金繰入れの主な発生要因（証券化支援勘定）

平成21年度決算
平成22年度末
貸付金償却 平成22年度決算

破綻先・実質破綻先・破綻先　0.3億円

破綻先・実質破綻先９２億円 破綻懸念先７億円（▲6億円）

破綻懸念先１３億円 要管理先（３～５か月延滞）

要管理先（条件緩和）１５億円 ２５億円（▲2億円）

要管理先（３～５か月延滞）２７億円 要注意先１８億円（+5億円）

要注意先１３億円

要管理先（条件緩和）
２８億円（＋13億円）

破綻先・実質破綻先
２２１億円（＋128億円）

正常先・要注意先１０８億円

買取債権残高
40,540億円

買取債権残高
64,372億円

正常先５２億円
正常先１０１億円（＋49億円）

貸付金償却35億円

貸倒引当金
212億円

貸倒引当金
508億円

貸倒引当金を
取り崩し

【主な要因】

＜東日本大震災関連＞

●東日本大震災の影響で勤務先の被災や業績悪化の影響による収入減等により
延滞等が発生する恐れがあることを考慮し、岩手県・宮城県・福島県の債権の債
務者区分を引下げたこと（正常先⇒要注意先）による増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  108億円

●新たな不良債権発生等による増  　　　　　　　　　　158億円
※H21末における不良債権（６か月以上の延滞債権等）のうち35億円は、H21に計上された貸倒引当
金をH22末に取り崩して処理されたが、H22に新たな不良債権が発生したため、これに対応する新た
な貸倒引当金を計上する必要が生じている（貸付金償却のための取崩し後の額とH22の貸倒引当金

の差額を貸倒引当金として繰り入れている。）。

【H22破綻懸念先以下(221+7)}億円－{H21破綻懸念先以下（92+13）-貸付金償却35億円}】

●貸出条件緩和実施に伴う要管理先（条件緩和）債権の増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  　　　　13億円

●短期延滞増に伴う要注意先の増　　　　　　　　　　　　5億円
　※短期（１～２か月）の延滞増加により、要注意先債権が増加したことによる。

●買取債権の残高増による正常先の増　  　　 　　　　49億円

新たに必要となる貸倒引当金
（＝貸倒引当金繰入れ）331億円

震災の影響による
貸倒引当金増
＋１０８億円

震災以外の影響によ
る貸倒引当金増

＋188億円
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